参考様式１
受 託 研 究 契 約 書
学校法人東北医科薬科大学（以下「甲」という。）と委託者　　　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、次の条項によって受託研究契約を締結する。
（受託）
第１条　乙は、次条に定める研究（以下「本研究」という。）の実施を甲に委託し、甲はこれを受託する。
（本研究）
第２条　研究題目、研究目的及び内容、研究期間は、次のとおりとする。
  （１）研究題目：
  （２）研究目的及び内容：
  （３）研究期間：令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで
（受託研究費）
第３条　乙は、本研究の費用として金　　　　　　　円を令和　　年　　月　　日までに甲の指定する口座に納入するものとする。
（結果報告）
第４条　甲は、本研究が完了したときは、速やかにその結果を乙に報告するものとする。
（契約の中止、期間の変更）
第５条　乙は、理由のいかんを問わず、受託研究を一方的に中止することはできない。
２　甲が、やむを得ない事情により、受託研究を中止またはその期間を延長する場合、乙が損害を受けたときは、甲はその責を負わず、原則として既納の受託研究費は乙に返還しない。
（物品の帰属等）
第６条　受託研究費で購入した物品（以下「取得物品」という。）の所有権は甲に帰属する。ただし、甲は、研究期間中、乙の承諾なく取得物品を第三者に譲渡または貸与してはならない。
（知的財産権の定義）
第７条　「知的財産権」とは、次の各号に掲げるものをいう。

（１）特許権、実用新案権、意匠権、回路配置利用権、育成者権及び外国における上記各権利に相当する権利、及びこれらの権利を受ける権利

（２）著作権（著作隣接権、報酬請求権を含む。）及び外国における上記各権利に相当する権利

（３）秘匿することが可能な技術情報であって、かつ、財産的価値のあるものの中から、甲乙間で協議の上、特に指定するもの（以下「ノウハウ」という。）

（４）研究成果として得られた成果有体物であって、学術的・財産的価値のある材料・試料（試薬、新材料、細胞、タンパク質等）試作品、実験装置等及び図面等の各種研究成果情報を記録した電子記録媒体又は紙記録媒体等の知的所有権その他の権利

（知的財産権の帰属）
第８条　甲は、本研究の実施に伴い発明等が生じた場合には、速やかに乙にその旨を通知しなければならない。

２　前項の発明等に基づく知的財産権（以下「本知的財産権」という。）の帰属及び持分については、当該発明等に関わった研究担当者等の貢献度に基づいて、甲乙間で協議のうえ決定する。

３　本知的財産権の研究担当者等の持分は、それぞれの規則等に従い当該研究担当者等の属する当事者に譲渡されるものとし、甲及び乙は、そのような内部的措置を施すものとする。

４　当該発明等が相手方から開示・提供された情報又は技術によることなく単独で行われたものと甲乙間で協議決定されたときは、本知的財産権は当該研究担当者等の属する当事者に単独で帰属するものとする。この場合、当該当事者は、相手方に通知したうえで、本知的財産権（著作権及びノウハウを除く。）の出願等を単独で行うことができる。

５　乙は、本知的財産権の甲の持分の承継を希望するときは、優先的にそのための協議を甲と行うことができるものとする。

６　出願等の手続に要する費用は、出願等を行う当事者がその持分に応じて負担する。

７　著作権及びノウハウの取扱いについては、甲乙間で協議のうえ別に定めることができる。
（知的財産権の実施）
第９条　乙（乙が指定する者を含む。）は、甲が持分を有する本知的財産権の独占的な実施を希望するときは、優先的にその独占的実施許諾を得るための協議を甲と行うことができるものとし、実施期間及び実施料等の実施に関する具体的な条件については、別途締結する実施契約で定めるものとする。

２　乙は、甲が持分を有する本知的財産権の非独占的な実施を希望するときは、甲は当該実施を許諾するものとし、実施期間等の条件については、別途締結する実施契約で定めるものとする。
（秘密保持）

第１０条　本契約において「秘密情報」とは、次の各号に掲げるものをいう。
（１）本研究の結果得られた研究成果のうち、秘密である旨の表示が付された書面、サンプル等の有形物、又は有形無形を問わず甲乙間で秘密情報とすることを取り決め、書面により確認された情報（ただし、第９条第４項により自己に単独帰属したものは除く。）

（２）相手方より秘密の表示がなされた書類・図面・写真・試料・サンプル・磁気テープ・フロッピーディスク等により開示された技術上及び営業上の一切の情報
（３）相手方より秘密であることを告げたうえで口頭によって開示され、かつ開示後３０日以内にその要旨を書面で交付された技術上及び営業上の一切の情報

２　甲及び乙は、秘密情報を秘密に保持し、これを第三者に開示又は漏洩してはならない。

３　甲及び乙は、本研究に関連する役員及び研究担当者等の従業員のみに対し秘密情報を取扱わせるものとし、これらの者に対し在職中及びその所属を離れた後も本条に規定する義務と同等の義務を負わせ、かつ遵守させるものとする。

４　本条の有効期間は、本研究の完了又は中止後５年経過する日までとする。ただし、甲乙間で協議のうえこの期間を延長し、又は短縮することができるものとする。
（協議）
第１１条　本契約に定めのない事項について、これを定める必要があるときは、甲及び乙誠実に協議のうえ定めるものとする。
本契約を証するため、本契約書２通を作成し、甲及び乙それぞれ記名押印のうえ双方で各１通を保管するものとする。
令和　　年　　月　　日
甲　〒９８１－８５５８
宮城県仙台市青葉区小松島４－４－１
学校法人　東北医科薬科大学
理事長　高　柳　元　明
乙　〒
所在地（住所）
法人名（氏名）
及び代表者名                    印

以　上
